


















た全国の紡績会社 81 社のうち 65 社を対象に，各社の大株主（「比較的持株数の多い重要株主」）
計 1141 名をとりあげるとともにかれらの職業調査を行なった。また，村上氏は，山口和雄編
著の『日本産業金融史研究　紡績金融編』（注 4）において，この明治 31 年の調査に加えて，同
『学習院大学　経済論集』第 41 巻　第 3号（2004 年 11 月）
209
（注 1） 鈴木恒夫・小早川洋一・和田一夫「明治 31 年時における綿糸紡績会社の株主名簿の分析」（学習院大
学『経済論集』第 41 巻第 2号，2004 年 7 月）。
（注 2） ネットワークについては，小早川洋一，鈴木恒夫，和田一夫「明治期の会社および経営者の研究―
『日本全国諸会社役員録』（明治 31 年版）の分析」（中部大学産業経済研究所『産業経済研究所紀要』第 9号，
1999 年 3 月），および，鈴木恒夫，小早川洋一，和田一夫「明治期の会社および経営者の研究―『日本全国
諸会社役員録』（明治 40 年版）の分析」（学習院大学『経済論集』第 36 巻第 3 号，1999 年 10 月を参照され
たい。
（注 3） 山口和雄「明治三十一年前後　紡績会社の株主について」（『経営論集』第 15 巻第 2 号，昭和 43 年 2
月）。
（注 4） 山口和雄編著『日本産業金融史研究　紡績金融篇』（東京大学出版会，1970 年 3 月）。
また同書巻末に，村上（西村）はつ氏の作成になる「明治 31 年上期前後」「明治 39 年上期前後」「大正 2
年上期前後」の紡績会社株主表が掲載されている。
39 年および大正 2 年（いずれも上期）における各紡績会社の株主名簿を分析し，比較した。






治 40 年（第 3 版） 日本全国商工人名録』掲載の人物と株主名簿掲載の株主とを照合すると
ともに，株主・役員の所得額を算出・分析したという点も山口・村上論文とのちがいである。
その結果，32 社の株主の特徴を摘出し得た。ことに，『明治 40 年　日本全国諸会社役員録』
には，取締役，監査役を始め理事などの経営者，合名，合資会社の社員あわせて，延べ 38,398
件のデータが記載されている。また『明治 40 年（第 3 版） 日本全国商工人名録』には，
144,362 件のデータが記載されている（注 5）。これら 3つの資料（データ）をつき合わせること
によって，株主の役員としての実態および所得と家業の分析が可能になった。
本稿の構成は，明治 31 年と 40 年の間での変化を理解できるように，できる限り前稿と同じ
構成，作表を試みた。





























る。そして，明治 31 年と 40 年の比較を踏まえて結語としたい。更に，大量のデータを扱った
研究であるから，大量データの処理の仕方を記す必要があると考え，若干の附記を行った。ま




総計 16,551 名（延べ），株式数合計 1,613,161 株である（注 6）。33 社についての個々のデータに
ついては，表 1 に記した通りである。これによれば，発行株数では，鐘淵紡績の 23 万 2,136
株が最大で，日清紡績の 20 万株がこれに続く。このほかに富士瓦斯紡績は 16 万株，京都綿ネ
ルが 10 万株を発行していた。明治 31 年で最大の株式を発行していた日本紡績が 8万株であっ
たことを考えると，合併の進展とともに 10 万株以上の紡績会社が 4 社になったことは，この
間の成長を物語るものと言えよう。一方，株数の少ない会社では，甲府紡績の 400 株がある。
甲府紡績を除いた 1万株以下の会社は，33 社中 4社を占めるに過ぎない。その他は，1万株以
上 5万株未満の会社が 17 社，5 万株以上 10 万株未満の会社が 7社であった。そこで甲府紡績
を除いた発行株数の平均と株主の平均を求めると，次のようになる。32 社平均では，株主は
517 名で発行株数は 5 万 400 株である。明治 31 年時点の小規模会社を除いた 60 社平均では，
株主の平均が 300 名で株数の平均が 1 万 5,000 株であったから，株主で 1.7 倍，株数で 3.3 倍
に増加した。
明治 40 年段階で対象にした紡績会社の府県分布（表 2）は，北は宮城県から南は大分県ま
で広がり，東京 4 社，三重 2 社，大阪 9 社，兵庫 2 社，和歌山 2 社，岡山 3 社と 16 府県に拡














（注 6） 本稿で扱った紡績会社の株主数および株式数については，表 1の備考欄を参照されたい。
を繰り返した結果であることも一因である。
また，株主の府県分布・地域分布について，紡績会社の本社所在府県・所在地域の株主の割
合の平均を求めてみると，前者が 64.2 ％，後者が 82.2 ％であった。一方，株式の府県分布・
地域分布について，紡績会社の本社所在府県・所在地域の株式の割合の平均を求めてみると，
前者が 68.8 ％，後者が 84.9 ％であった。株主の場合より，株式の場合の方が平均は若干，高


























































































































































































































































































































































































































































































明治 31 年時の分析では，90 ％を越える紡績会社が 60 社中 23
社であった事実，あるいは，95 ％以上の会社が 60 社中 12 社を
占めていた事実と比較すれば，明治 40 年の時点で 90 ％以上を




























逆算するのである。こうした人物照合の手続きについてその詳細は，明治 30 年から明治 40 年
にかけてしばしば改正された所得税法の変遷の概要とともに，本稿の末尾で説明することとし，
ここでは所得税法で規定されていた所得税率を記すことからはじめたい。
明治 31 年時点では，所得が 3 万円以上（3 ％），2 万円以上 3 万円未満（2.5 ％），1 万円以
上 2 万円未満（2％），1000 円以上 1 万円未満（1.5 ％），300 円以上 1000 円未満（1 ％）であ
った（注 7）。明治 40 年では，10 万円以上（20.35 ％），5万円以上 10 万未満（17 ％），3万円以







































（8.1 ％），1万円以上 1万 5千円未満（7.5 ％），5千円以上 1万円未満（6％），3千円以上 5千
円未満（4.6 ％），2 千円以上 3 千円未満（3.91 ％），1 千円以上 2 千円未満（3.45 ％）， 5 百
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究』第 383 号，1972 年 4 月）では，所得税から所得を算出し，これを下にして高額所得者を求めている。




の最後に記してある）。こうして求められた人物は，全株主の 16,385 名中 3,439 名（21 ％）で
ある。
こうして同一人物と見なした人物だけのデータから，紡績会社ごとに株主の所得分布を求め
たものが表 11 と表 12 である。明治 31 年と 40 年との間で経済の変化，所得税の変化が与える
影響などを無視し，単純に比較してみると，明治 31 年では，60 社の平均所得は 3,300 円であ
るが，明治 40 年では 2,100 円である。厳密な比較ではないものの，また『明治 40 年　日本全
国商工人名録』から判明される人物に限定した場合であるが，明治 31 年に比べて，明治 40 年
の株主の所得は低下していた。
表 12 の株主の所得分布を見ても，明治 31 年とは異なり，3万円以上の所得層が 1人しかい
ないことからも，所得水準の低下を裏付けている。一方で，300 円から 500 円層の低下も著し
い。高所得者層と 300 円から 500 円層の低下が見られた。その反面，500 円から 1,000 円層，
1,000 円から 2,000 円層の割合が著しく増加したのである。500 円から 2,000 円層の人々が積極
的に紡績会社の株式を所有していたのである。500 円から 2,000 円台の所得層は，明治 31 年時
点でも大きなウエイトを占めていたが，明治 40 年段階ではそれが一層顕著になったと言えよ
う。




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































べての紡績会社の株主の平均所得は 1,000 円台と 2,000 円台であった。明治 31 年では，平均所
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さらに 10 大株主，20 大株主までの所有株数と比率が記されている。発行株数が 10 万株以上
の日清紡績，富士瓦斯紡績，鐘淵紡績，京都綿ネル，それに 9万 6 千株の東京紡績を含めた 5
社の，5 大・ 10 大・ 20 大株主の各所有比率の平均を求めると，それぞれ 22.6 ％，31.1 ％，
41.9 ％であった。また，発行株数の極端に少ない甲府紡績を除いた 32 社について，同じ平均


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































というのは，上位の株主から数えて 12 番目の株主である，という意味である。また，この 12
が，「役員の株主順位④」，「役員の株主順位⑥」「役員の株主順位⑦」と同じであるということ
は，第 4 位と第 5 位，第 6 位，第 7 位の役員は同数の株式を所有し，上位から数えて 12 番目
である，ということを示している。以下，同様である。
まず「役員持株合計」の比率について平均を求めておくと，さきほどと同じように日清紡績，
富士瓦斯紡績，鐘淵紡績，京都綿ネル，東京紡績の 5 社平均では 12.1 ％であった。また，甲





員の株主での順位は 43 位であった。しかも，最も少ない株式を所有している役員は 559 番目
に位置していた。大株主が役員に就任していない事例である。ちなみに，第 559 位で 34 株所
有し，監査役に就任していたのは平賀敏である。この他，日本絹綿紡織では 121 位（100 株）
の岩本述太郎が監査役に就任していた。日清紡績では，第 102 位（300 株）の金平豊太郎が監
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116 位（227 株）の藤井諸照が監査役に，第 204 位（100 株）の稲延利兵衛が取締役に就任し





の株式を所有していたのは，第 43 位（1,000 株）の藤本清兵衛であった。第 88 位（400 株）
の岡本貞烋は取締役に，第 135 位（240 株）の長尾良吉は取締役に，第 146 位（200 株）の高
辻奈良造は専務取締役に，第 146 位（200 株）の山口武は取締役に，第 146 位（200 株）の藤
正純は取締役に，第 146 位（200 株）の日比谷平左衛門は取締役会長に，第 358 位（60 株）の
筑紫三郎は監査役に，第 358 位（60 株）の野崎広太は監査役に，第 358 位（60 株）の清岡邦




































































































































































































































































































































































































（注 10） 小笠原Y 次郎については，『第 3版　人事興信録』（人事興信所　明治 44 年）による。
じ時期の鉄道会社役員の株式保有を考察した杉山和雄氏の研究（注 11）を取り上げ，若干の比





見た結果，持株数 1,000 株以上の役員は 54 名で，131 名の約 40 ％，全役員 227 名の約 24 ％で
ある。次いで，役員の持株比率と持株順位を見ると，②前者，持株比率については，役員 131
名の 95 ％は同比率 10 ％に達せず，とくに 32 ％は 1 ％未満である。また③後者，持株順位も
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（注 11） 杉山和雄「明治 30 年代における鉄道会社の大株主と経営者」（『成蹊大学経済学部論集』第 7巻 2 号，




が不明な 4 社を除いた 29 社を取り上げた）役員（監査役を含む）数は 221 名である。その中
で所有株数が分かる役員は 220 名である。①役員の持株数によれば，1,000 株以上の株主は，
68 名で 220 名の 30.9 ％である。②役員の持株比率と持株順位を見ると，10 ％以上の持株を所
有している役員は 12 名で 5.5 ％を占め，5 ％以上では 36 人で 16.4 ％となる。また，1%未満





（監査役を含む）の数は 457 名である。その中で所有株数が分かる役員は 448 名である。①役
員の持株数によれば，1,000 株以上の株主は，32 名で 448 名の 7.1 ％である。②役員の持株比
率と持株順位を見ると，10 ％以上の持株を所有している役員は 14 名で 3.1 ％を占め，5 ％以
上では 62 人で 13.8 ％となる。また，1%未満の株主は 92 名で 20.5 ％であった。③ 10 大株主































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































を役員数で割って全社平均を求めると 18.5 ％を占めていたのである。明治 40 年における役員
の持株は，明治 31 年に比べて相対的に二極分化が進んだことが分かる。すなわち，発行株数
の 10 ％以上を所有している役員数の割合と 5％以上を所有している役員の割合は，明治 31 年
時点より相対的に増加するとともに，1％未満の株式しか所有していない役員数も，20.5 ％か
ら 30.5 ％に増加したのである。
最後に，明治 31 年，明治 40 年時点での筆頭株主，5 大株主，10 大株主，20 大株主の発行
株式に占める割合の平均を記すと次のようになる。明治 31 年（明治 40 年）の筆頭株主の所有
株式は，発行株数の 9.6%（8.3%）であり，5 大株主では 23.8%（23.0%），10 大株主では















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（注 12） 山口和雄編著，前掲書，村上（西村）はつ稿，97-98 ページ。
（注 13） 同上，101 ページ。
本稿で取り上げた紡績会社 33 社の株式を多数所有している人物について作成した表 16 と表
17 から，所有者と同時に紡績会社の特徴を考察することにしたい。表 16 は，5 社以上の紡績





表 16 から分かるように，多数の株式仲買人が認められる。最大の 12 社の紡績会社の株式を
所有していた野村徳七を始め，高木又次郎，柳広蔵，竹原友三郎，浜崎健吉，村瀬周輔，黒川




























































































































































































































































































































































































































































（注 14） 山口和雄編著，前掲書，村上（西村）はつ稿，100 ページ。なお，同時に西村氏は，「大正 2年前後」
紡績会社の株式仲買人についても同様な手続きを通じて，彼ら仲買人の紡績株所有高が増大したと指摘して
いる。
式仲買人であった。表 16 の 38 ％，職業が判明する人物では，実に 57 ％もが株式仲買人であ
った。
また，第 3節で記した，株主および株式の府県分布との関係から紡績会社を見ることとした
い。表 16 に登場する紡績会社数は延べ 425 社である。最も多くの人物が所有している会社は
鐘淵紡績で 45 人，以下，20 人以上の人が所有している紡績会社は，東洋紡織（41 人），日本
紡績（36 人），尼崎紡績（31 人），日本絹綿紡織（30 人），富士瓦斯紡績（28 人），大阪合同紡
績（28 人），東京紡績（25 人），金巾製織（23 人），日清紡績（22 人），大成紡績（22 人）で
ある。
表 16 に登場する紡績会社は，第 1 節で記した発行株式数の多い会社と株主・株式の府県分
散が進んでいる紡績会社に一致する。すなわち，株主の府県分布，株式の府県分布が拡散して
いる会社と対応する。また，5万株以上発行している会社は，日本絹綿紡織（7万），日清紡績
（20 万），富士瓦斯紡績（16 万），鐘淵紡績（23 万 2,136），東京紡績（9 万 6,000），三重紡績
（7 万 7,168），京都綿ネル（10 万），大阪合同紡績（6 万 1,457 ：記名株数），内外綿（5 万），









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































内 外 綿 �
京都綿ネル�
日本紡績�







































































































































































内 外 綿 �
大阪合同紡績�
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































対象とした紡績会社の株主名簿にも，この 4 名が登場する。先の表 17 からも分かるように，
野村徳七が 12 社，高木又次郎が 9 社，竹原友三郎が 8 社，黒川幸七が 6 社の株式を所有して
いる。











































下 野 紡 績 �
日本絹綿紡織�
日 清 紡 績 �
富士瓦斯紡績�
鐘 淵 紡 績 �
東 京 紡 績 �
甲 府 紡 績 �
一 宮 紡 績 �
三 重 紡 績 �
桑 名 紡 績 �
京都綿ネ ル �
大 阪 織 物 �
大阪合同紡績�
内　外　綿�
日 本 紡 績 �
金 巾 製 織 �
岸和田紡績�
大 成 紡 績 �
東 洋 紡 織 �
堺　紡　績�
尼 崎 紡 績 �
郡 山 紡 績 �
和歌山織布�
紀 陽 織 布 �
岡 山 紡 績 �
倉 敷 紡 績 �
笠 岡 紡 績 �
松 山 紡 績 �
讃 岐 紡 績 �
阿 波 紡 績 �
大 分 紡 績 �











































































































































































































（注 15） 野田正穂，『日本証券市場成立史―明治期の鉄道と株式会社金融』（有斐閣，1980 年 4 月），280 ページ。




さらに，『山一證券史』では，第 4 章証券業者の進出の第 1 節が「仲買人の成長と現物問屋
の発生」と題され，東京株式取引所における株式仲買人の成長を扱っている。「東株仲買人は，
取引所法が施行された（明治－鈴木）26 年の末には 70 名に達していた。やがて日清戦争の好
景気で株式売買が活発化するにつれて，株式仲買業もまた繁忙をきたし，売買高は年々増加し
開業希望者が多かったので，29 年末東株では仲買人定員数を 70 名から 100 名に増加したい旨
















































下 野 紡 績  
日本絹綿紡織 
日 清 紡 績  
富士瓦斯紡績 
鐘 淵 紡 績  
東 京 紡 績  
甲 府 紡 績  
一 宮 紡 績  
三 重 紡 績  
桑 名 紡 績  
京都綿ネル 
大 阪 織 物  
大阪合同紡績 
内　外　綿 
日 本 紡 績  
金 巾 製 織  
岸和田紡績 
大 成 紡 績  
東 洋 紡 織  
堺　紡　績 
尼 崎 紡 績  
郡 山 紡 績  
和歌山織布 
紀 陽 織 布  
岡 山 紡 績  
倉 敷 紡 績  
笠 岡 紡 績  
松 山 紡 績  
讃 岐 紡 績  
阿 波 紡 績  




































































































































































































































































































































































































（注 17） 『山一證券史』（同社　社史編纂室，昭和 33 年）130 ページ。
（注 18） 同上，133 ページ。
さて，勅令実施延期期成会委員の顔ぶれと，彼らが本稿で取り上げた紡績会社の株式を所有
していたのか否か，また『明治 40 年　日本全国商工人名録』に記載されているか否かをまと
めたのが表 20 である。これによれば，20 人中 15 人が，株式を所有し，かつ家業と所得税・
営業税が判明する。所得税から算した所得が 1万円を越える人物は 5名いる。半田庸太郎，小





飯田義一　　日本絹綿紡織（350 株），鐘淵紡績（418 株），大阪織物（200 株），大阪合同
紡績（2,569 株），堺紡績（1,500 株）
菊池恭三　　日本紡績（790 株），東洋紡織（1,400 株），尼崎紡績（2,121 株）
和田豊治　　日清紡績（100 株），富士瓦斯紡績（2,500 株），大分紡績（1,000 株）
武藤山治　　日本絹綿紡織（295 株），鐘淵紡績（2,410 株）
朝吹英二　　鐘淵紡績（200 株），大阪織物（200 株），大分紡績（300 株）
その他，森川英正氏が取り上げた専門経営者の中で，本稿が取り上げた紡績会社の株式を所


























































































































































































































第 2 に，株主の所得では，明治 31 年と比べると，大きな変化が見られた。まず第 1 点は，
明治 31 年時点で見られた 3万円以上の所得階層が激減したことである。明治 40 年では 3万円
以上の所得を上げている人物は滝川弁三ただ一人であった。













『日本資本主義の形成と発展』昭和 43 年，東京大学出版会），176-7 ページ。
（注 21） 紡績会社における専門経営者の進出と経営的意義については，岡崎哲二『戦前日本における専門経営
者雇用の決定要因と効果：紡績会社を中心として』（東京大学大学院　ディスカッションペーパー，CIRJE-


















































下 野 紡 績  
日本絹綿紡織 
日 清 紡 績  
富士瓦斯紡績 
鐘 淵 紡 績  
東 京 紡 績  
甲 府 紡 績  
一 宮 紡 績  
三 重 紡 績  
桑 名 紡 績  
京都綿ネル 
大 阪 織 物  
大阪合同紡績 
内 外 綿  
日 本 紡 績  
金 巾 製 織  
岸和田紡績 
大 成 紡 績  
東 洋 紡 織  
堺　紡　績 
尼 崎 紡 績  
播 磨 紡 績  
郡 山 紡 績  
和歌山織布 
紀 陽 織 布  
岡 山 紡 績  
倉 敷 紡 績  
笠 岡 紡 績  
松 山 紡 績  
讃 岐 紡 績  
阿 波 紡 績  
大 分 紡 績  





















































































































































































































































































　　　  サクがいる。平沼サクは，平沼専蔵の養子である延次郎の妻であり，義太郎，覚治郎，大三郎，文子はその子供で 































































































































































































































































































































下 野 紡 績 �
日本絹綿紡織�
日 清 紡 績 �
富士瓦斯紡績�
鐘 淵 紡 績 �
東 京 紡 績 �
甲 府 紡 績 �
一 宮 紡 績 �
三 重 紡 績 �
桑 名 紡 績 �
京都綿ネル�
大 阪 織 物 �
大阪合同紡績�
内　外　綿�
日 本 紡 績 �
金 巾 製 織 �
岸和田紡績�
大 成 紡 績 �
東 洋 紡 織 �
堺　紡　績�
尼 崎 紡 績 �
播 磨 紡 績 �
郡 山 紡 績 �
和歌山織布�
紀 陽 織 布 �
岡 山 紡 績 �
倉 敷 紡 績 �
笠 岡 紡 績 �
松 山 紡 績 �
讃 岐 紡 績 �
阿 波 紡 績 �






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































浜 崎 健 吉 �
村 瀬 周 輔 �
黒 川 幸 七 �
呉 　 錦 堂 �








渡 辺 平 吉 �
後藤安太郎�
伊 藤 秀 雄 �
小島太左衛門�
大横田大一�
大 島 甚 三 �
西 村 源 助 �
富 倉 林 蔵 �
瀬尾喜兵衛�





小 池 国 三 �
�
飯 田 義 一 �
八木与三郎�
島 　 徳 蔵 �
�
藤本清兵衛�
















西 松 　 喬 �








豊 島 久 七 �
草 川 求 馬 �
塩井武之助�
中村平三郎�
汐 見 久 吉 �











高 橋 惣 助 �
山 岸 健 助 �
畑 中 甚 八 �
牧野小太郎�
渡 辺 真 蔵 �

















































































































































































































































































































































































































































































































富 倉 林 蔵 �
三 井 高 保 �
麦 　 少 彭 �
福 沢 桃 介 �
森村市左衛門�
田 村 利 七 �
平沼八太郎�
辻 忠 三 郎 �




平 沼 専 蔵 �
中 島 伊 平 �
福 島 浪 蔵 �
村上太三郎�
�
尼 崎 熊 吉 �
小 池 国 三 �
川邨利兵衛�
石 田 友 吉 �
寺田甚与茂�
川 村 松 三 �




黒 川 幸 七 �
飯 田 義 一 �
若 尾 民 造 �
藤 田 　 組 �
三野村安太郎�
高 山 豊 次 �
伊 藤 伝 七 �
浜 本 義 顕 �
八木与三郎�
谷 口 房 蔵 �
菊 池 恭 三 �
阿部彦太郎�
呉 　 錦 堂 �
南 楠 太 郎 �
西 川 庄 六 �
菅 沼 慶 蔵 �
島 　 徳 蔵 �
山 本 重 蔵 �
藤本清兵衛�
岡田正次郎�











染 谷 寛 治 �
高 山 弥 助 �
田付政次郎�
津田七五郎�
タ タ 商 会 �
山 口 玄 洞 �
平 沼 サ ク �











津 田 寅 吉 �
町沢政治郎�
武 藤 山 治 �
阿 部 市 蔵 �
安川敬一郎�






戸 田 猶 七 �




小 寺 成 蔵 �
本咲利一郎�
森 村 鹿 衛 �
寺 田 元 吉 �
中 山 佐 市 �
九 鬼 紋 七 �
小谷楠次郎�
柴谷武次郎�
本 多 　 弘 �
江 守 善 六 �
松村甚右衛門�
柳 　 広 蔵 �
�
井上音三郎�
播 本 孝 良 �
岩 下 清 周 �
稲 葉 兼 吉 �
曽野作太郎�
山本条太郎�
江 原 平 作 �
田 中 善 助 �
野 村 徳 七 �

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































内 外 綿 �














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 2級　所得金高　2万円以上（3万円未満） 2.5 ％
第 3級　所得金高　1万円以上（2万円未満） 2％
第 4級　所得金高　1千円以上（1万円未満） 1.5 ％
第 5級　所得金高　300 百円以上（1千円未満） 1％
それぞれの等級の税率は，所得金高すべてに，一律に課せられるものであった。そのため，
等級前後では，税額に不連続が生じ，不公平感を招いた。例えば，9 千 9 百円と 1 万円では，






明治 32 年 2 月 13 日，所得税が改正（法律第 17 号）された。第 1 種の法人への所得，第 2
種の公社債の利子所得，第 3種のその他の所得に分けられたのである。本稿が対象とする個人
の所得は第 3種所得に属することになった。
第 3 種の所得は，10 万円以上から，300 円以上まで 12 段階に分けられることになる一方，
税率も増加した。詳細は次の通りである。
10 万円以上　　　　　　　　　　 5.5 ％
































































































































































































































































































































































































































































































































1 千円以上（2千円未満） 1.5 ％
5 百円以上（1千円未満） 1.2 ％
3 百円以上（5百円未満） 1％
所得税はその後，明治 34 年 4 月 4 日に改正（法律第 17 号）されたが，文言の修正であり，












所得金額　10 万円未満　　　　　 所得税法による税額 24 割
所得金額　10 万円以上　　　　　 所得税法による税額 27 割
その結果，先の明治 32 年に改正された所得税に，以上の非常特別税を加えると，次のよう
な税体系となった。
10 万円以上 5.5 ％→ 20.35 ％
5 万円以上（10 万未満） 5％ → 17 ％
3 万円以上（5万円未満） 4.5 ％→ 13.95 ％
2 万円以上（3万円未満） 4％ → 11.6 ％
1 万 5 千円以上（2万円未満） 3％ → 8.1 ％
1 万円以上（1万 5千円未満） 3％ → 7.5 ％
5 千円以上（1万円未満） 2.5 ％→ 6％
3千円以上（5千円未満） 2％ → 4.6 ％
2 千円以上（3千円未満） 1.7 ％→ 3.91 ％
1 千円以上（2千円未満） 1.5 ％→ 3.45 ％
5 百円以上（1千円未満） 1.2 ％→ 2.52 ％




所得税はその後，大正 2年 4月 8 日に改正され（法律第 13 号），先にしるした逓次方式によ
る課税方式が導入された。また所得税が課せられる最低所得はそれまでの 300 円から 400 円に
引き上げられた。税率は次の通りである。
1,000 円以下 2.5 ％
1,000 円超　2,000 円以下 3.5 ％
2,000 円超　3,000 円以下 4.5 ％
3,000 円超　5,000 円以下 5.5 ％
5,000 円超　7,000 円以下 7％
7,000 円超　1万円以下 8.5 ％
1 万円超　1万 5,000 円以下 10 ％
1 万 5000 円超　2万円以下 12 ％
2 万円超　3万円以下 14 ％
3 万円超　5万円以下 16 ％
5 万円超　7万円以下 18 ％
7 万円超　10 万円以下 20 ％





















石川県橋立村酒谷宗七家の事例を中心として－」（『経済科学』第 50 巻第 4 号，2003 年 3 月）を参照された
い。
